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生命保険業界における情報利活用の現状と展望 

生命保険会社は、これまでも、自社に蓄積されたデータのほか、外部から取得したデータの活用や、他業
態との連携を図りつつ、各社における創意工夫のもと、健康増進等に資する商品やサービスを開発・提供 

今後は、より幅広い官民における健康・医療・介護のビッグデータを活用し、より精緻化した商品やサービス
の開発・提供を志向 

さらに、診断書データや生存・死亡・住所等行政データを活用した、手続面における利便性の向上を志向 
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糖尿病進行 健康増進・維持を推進 

健康増進の 
必要性を訴求 

■Ｍｙ健診アドバイス 
■毎日の健康づくりプログラム 
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糖尿病が引き起こす 
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・身体障害 
・認知症等 
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生活習慣病 
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第一生命では2018年3月より「健康診断割引特約」（健診割）の提供を開始 
健康診断の受診・健康診断書の提出という「行動」に対して保険料を割り引くことで、生活習慣の改善を
促進し、重症化を予防、ひいては健康寿命延伸や社会保障給付費の抑制にも貢献 
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ビッグデータ解析による商品開発（健診割） 
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「健康増進サービス」を 

通じて血糖値が改善 

保障 
見直し 

保険加入時の健康診断書等 

提出なし → 通常保険料 
提出あり → 健診基本割 
提出あり＋結果が優良 → 健診優良割 

健診優良割 
適用 

①商品開発 ②健康増進サービス ③手続利便向上 ④更なる活用可能性 
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ビッグデータ解析の概要（健診割） 

①商品開発 ②健康増進サービス ③手続利便向上 ④更なる活用可能性 
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1,000万件を超える保有契約の情報（医療ビッグデータ）を分析し、加入時に健康診断を受診していた
契約と、それ以外の契約について、死亡・疾病リスクを比較 

結果、健康診断を受診していた場合、未受診の場合との比較において、3大疾病（がん、急性心筋梗
塞、脳卒中）などを原因とする支払発生率で約1割、死亡を原因とする支払発生率で約3割も発生リ
スクが低いことを確認 

約1割減 

約3割減 



健診結果を読み取るだけで 
健康年齢や健康アドバイスを表示 

糖尿病予防メニューなど 
二次予防メニューが毎日閲覧可能 

＜「健康第一」アプリの主な機能例＞ 

2017年3月に健康増進アプリ「健康第一」の提供を開始（2018年11月時点のダウンロード数は100万超） 

第一生命ホールディングスの100％子会社「株式会社QOLead」を通じて、グループ外の企業・団体に対
しても健康増進サービスを提供（第1弾：2019年1月よりかんぽ生命（予定）） 

健康長寿社会の実現に向けたヘルスケアプラットフォームの構築を目指す 
アプリ利用者の運動データや健康診断データの蓄積が進展中 →将来の分析・活用の可能性 

……… 

＜グループ外へのサービス提供＞ 

2018.6設立、2018.9事業開始 
（事業内容）ヘルスケア・シニア領域でのサービス提供、サービス受託開発・運用等 

「健康第一」アプリによる健康増進サービスの提供 

①商品開発 ②健康増進サービス ③手続利便向上 ④更なる活用可能性 
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現在の手続 将来イメージ 

保険契約の締結や給付金の受取にあたって、現在、紙媒体で生命保険会社に提出していただいている
健康診断結果や診断書について、個人の同意のもと、「PHR」（※）を活用して、電子的に提供いた
だくことで、地理的・時間的制約があるお客さまも、簡便・迅速な手続が可能 
 ※PHRとは、個人の生涯にわたる医療等のデータを自らが時系列で管理し、記録・閲覧・第三者への提供等、多目

的に活用する仕組み。現在、総務省などにおいて検討中。 「Personal Health Record」の略。 

①商品開発 ②健康増進サービス ③手続利便向上 ④更なる活用可能性 

手続の遠隔・リアルタイム化 

PHRに診断書データが格納されれば、お客
さまのご自宅などに居ながら手続が可能 

＜給付金の受取時におけるPHRの活用例＞ 

医療給付金の受取にあたって、医師の診
断書を医療機関に取りにいく必要がある 

更なる活用 
可能性 
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   情報連携 
 （照会・提供） 

年金 
受取 

お客さまに生存証明を生命保険会社に
提出いただく場合がある 

年金の受取に際して手続不要となる 

＜年金の受取時におけるデジタル化＞ 

①商品開発 ②健康増進サービス ③手続利便向上 ④更なる活用可能性 

（参考）行政データの連携・活用による手続の簡略化 

お客さま 
生存 
証明 

行政機関 
（市役所） 

6 

行政機関 
（市役所） 

お客さま 

生命保険会社 生命保険会社 

生存証明の 
取寄せ 

生存 
証明 

終身年金の受取には、毎年、お客さまが公的な生存証明を提出 

デジタル化された行政情報を、生命保険会社が活用できれば、お客さまは、毎年、生存証明書を提出
することなく、迅速・確実に年金を受け取ることが可能 

生命保険協会は、2011年より、行政の保有する生存・死亡データおよび住所データの活用を要望 



・情報の保管・提供 

・総合的コンサルティング提供 ・マッチング提供 

①商品開発 ②健康増進サービス ③手続利便向上 ④更なる活用可能性 

生命保険会社グループに集積された情報の活用可能性 

機能 考えられるサービス等 

情報信託機能 
• 集積した保険・医療・健康データを保管・管理し、個人の同意のもとで、企業や
医療機関等に提供 

健康・医療・介護 
プラットフォーム機能 

• 健康・医療・介護に関する連続的・総合的なコンサルティングの提供 
• 適切な医療・介護・健康に関する官民サービスとのマッチング提供 

＜将来的な活用可能性＞ 

利用者 

・新たなサービス展開 

情報信託機能 

健康・医療・介護プラットフォーム機能 

企業・医療機関等 

生命保険会社 
グループ 

集積データ 

分析 
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生命保険会社におけるデータの利活用が進展した場合、保険契約引受の際に得られる健康・医療データ
に加え、商品・サービス開発のため外部から取得したデータ、および健康増進サービス利用先から得られる
データ等、健康・医療・介護分野における幅広いデータの集積が起こる可能性 

集積したデータを活用して、新しいサービスの展開による利用者利便の更なる向上の可能性が拓ける 



 保険持株会社 

保険会社Ａ 保険会社Ｂ 

子会社Ｂ 

情報分析・活用を行う主体として、保険会社本体・子会社・保険持株会社のいずれが効果的であるかは、
目指すビジネスの方向性や内容に応じて相違（保険持株会社については、グループ内で情報分析・活用
業務が重複している場合を想定） 

業態横断的な視点も踏まえ、いずれの主体においても情報分析・活用業務を実施できることが望ましい 

銀行の場合、銀行子会社として 
高度化等会社※の保有が可能 

銀行と同様、 
本体に認められる業務範囲は限定的 

銀行の場合、グループ内共通業務の 
持株会社への集約が可能 

※本業の高度化・利用者利便の向上に資する
と見込まれる業務を営む会社 

子会社Ａ 

＜保険会社グループのイメージ＞ 

情報分析・活用を行う主体 
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